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諮 問 第 １ ２ ８ ４ 号 

令和８年９月１４日 

 

 情報通信行政・郵政行政審議会 

  会長 相田 仁 殿 

 

 

                    

総務大臣 林 芳正 

 

 

諮 問 書 

 

 

 

日本郵便株式会社（代表取締役社長 小池 信也）から、別添のとおり、

郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）第６８条第１

項の規定に基づく内国郵便約款の変更の認可申請があった。 

当該申請について審査した結果は、別紙２のとおりであり、申請内容は、

同条第２項各号の規定に適合している。 

よって、同条第１項の認可をすることとしたい。 

上記について、法第７３条第１号の規定に基づき諮問する。 

 
 



 

２ 
 

審査結果 

  

日本郵便株式会社からの内国郵便約款の変更認可申請については、

郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）及び郵便

法施行規則（平成１５年総務省令第５号。以下「省令」という。）の

規定に適合したものと認められることから、認可することが適当で

ある。 

 

項 目 
審査

結果 
理 由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること。 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 

 イ この法律又はこの法律に基づ

く総務省令の規定により郵便約

款で定めることとされている事

項 

適 今回の郵便約款の変更は、法第６８

条第１項の規定により郵便約款で定

めることとされている郵便の役務に

関する提供条件が以下のとおり適正

かつ明確に定められている。 

① 利用者の利便性の向上等を図る

ため、郵便料金証紙自動発行機

から発行された証紙の有効期限

を「当日」から「期限日」に変更

することにより当日以外も適用

可能とし、これについて明記さ

れている。 

② また、郵便料金証紙自動発行機

における特定記録郵便物の取扱

いについて、利用関係の明確化

を図る観点から、差出人がその

事業所の指示するところに反し

たときは、特定記録郵便物とし

ての効力を失う旨が明記されて

いる。 

 ロ 郵便物の引受け、配達、転送

及び還付並びに送達日数に関す

る事項 

－ 「郵便料金証紙自動発行機から発行

された証紙の有効期限を「当日」から

「期限日」に変更することにより当

日以外も適用可能とする郵便約款の

別紙２ 



 

３ 
 

変更」は、郵便物の引受け、配達、転

送及び還付並びに送達日数に関する

事項に変更はない。 

  適 「郵便料金証紙自動発行機における

特定記録郵便物の取扱いについて、

差出人がその事業所の指示するとこ

ろに反したときは、特定記録郵便物

としての効力を失うこととする郵便

約款の変更」は、郵便物の引受けに関

する事項である。この変更は、内容が

明確に定められ、郵便事業の適正か

つ確実な実施の確保に資するものと

して適当である。 

 ハ 郵便に関する料金の収受に関

する事項 

適 郵便料金証紙自動発行機から発行さ

れた証紙の有効期限を「当日」から

「期限日」に変更することにより当

日以外も適用可能とした郵便約款の

変更は、料金の収受に関する事項で

ある。この変更は、内容が明確に定め

られ、郵便事業の適正かつ確実な実

施の確保に資するものとして適当で

ある。 

  － 「郵便料金証紙自動発行機における

特定記録郵便物の取扱いについて、

差出人がその事業所の指示するとこ

ろに反したときは、特定記録郵便物

としての効力を失うこととする郵便

約款の変更」は、郵便に関する料金の

収受に関する事項について変更する

ものではない。 

 ニ その他会社の責任に関する事

項 

－ 郵便料金証紙自動発行機から発行さ

れた証紙の有効期限を「当日」から

「期限日」に変更することにより当

日以外も適用可能とした郵便約款の

変更は、会社の責任に関する事項に

ついて変更するものではない。 

  適 「郵便料金証紙自動発行機における



４

特定記録郵便物の取扱いについて、

差出人がその事業所の指示するとこ

ろに反したときは、特定記録郵便物

としての効力を失うこととする郵便

約款の変更」は、会社の責任に関する

事項である。この変更は、内容が明確

に定められ、郵便事業の適正かつ確

実な実施の確保に資するものとして

適当である。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと。 

（法第６８条第２項第２号） 

適 今回の郵便約款の変更は、郵便料金

証紙自動発行機から発行された証紙

の有効期限を「当日」から「期限日」

に変更することにより当日以外も適

用可能としたものであり、特定の者

に対し不当な差別的取扱いをするも

のではない。 

適 「郵便料金証紙自動発行機における

特定記録郵便物の取扱いについて、

差出人がその事業所の指示するとこ

ろに反したときは、特定記録郵便物

としての効力を失うこととする郵便

約款の変更」は、特定の者に対し不当

な差別的取扱いをするものではな

い。 

次に掲げる事項を記載した申請書を

提出しなければならない。 

① 郵便約款（変更の認可の申請の

場合は、新旧の対照を明示するこ

と。） 

② 実施予定期日

③ 変更の認可の申請の場合は、変

更を必要とする理由 

（省令第２８条各号） 

適 本申請は、新旧の対照が明示された

郵便約款、実施予定期日及び変更を

必要とする理由を記載した申請書が

提出されている。 



2026-秘日経企第００２８号 

２ ０ ２ ６ 年 ９ 月 ４ 日 

総務大臣 

林 芳正 様 

日本郵便株式会社 

代表取締役社長 

小池 信也  

（代表者印省略） 

郵便約款の変更認可申請書 

 郵便法（昭和２２年法律第１６５号）第６８条第１項の規定に基づき、内国

郵便約款の変更の認可を受けたいので、申請します。 

１ 内国郵便約款 

  別添新旧対照表のとおり。 

２ 実施予定期日 

  ２０２６年１１月２日 

３ 変更を必要とする理由 

  お客さまの利便性を一層向上させることにより、郵便の利用の維持・拡大

を図るため。 

５



内国郵便約款新旧対照表 

※下線部分は改正部分

現 行 改 正 

 （後納料金の支払方法） 

第５０条 料金後納とする郵便物（以下「後納郵便物」といいます。）の料金及び特殊取扱の料金（以

下「後納料金」といいます。）は、当社の指示に従い、当社の指定する預金口座への振込の方法に

より支払っていただきます。ただし、内容証明料は、郵便物差出しの際郵便切手で支払い、又は郵

便切手による支払に代えて郵便料金計器又は郵便料金証紙自動発行機による印影を表示した証紙

を提出していただきます。 

２ （略） 

 （事業所に設置する料金計器による料金計器別納） 

第５９条 料金計器又は郵便料金証紙自動発行機を設置する事業所に差し出す郵便物（当社が別に定

める郵便物を除きます。）は、第５４条（料金計器別納）の規定によるほか、次項に定めるところ

により、料金計器別納とすることができます。 

２ 前項の規定による計器別納郵便物は、料金額（規定の料金額に不足するものについては、不足料

金を含みます。）に相当する現金等と引換えに交付する料金計器又は郵便料金証紙自動発行機によ

る印影を表示した証紙を、当社が別に定めるところにより、郵便物にはり付けて、その証紙に表さ

れた日に差し出していただきます。 

３ 前項の規定により差し出された計器別納郵便物には、通信日付印を押印しません。 

 （事業所に設置する料金計器の証紙による料金支払） 

第６０条 当社が別に定める料金又は手数料を支払う場合において、それを支払うべき事業所が、料

金計器又は郵便料金証紙自動発行機を設置する事業所であるときは、郵便切手又は現金等による支

払に代えて前条（事業所に設置する料金計器による料金計器別納）第２項に規定する証紙をその証

紙に表された日に提出することができます。 

 （特定記録郵便の取扱い） 

第１３４条 （略） 

２ 特定記録郵便とする郵便物（以下「特定記録郵便物」といいます。）を引き受けたときは、事業

所において、差出人に郵便物の受領証を交付します。 

 （後納料金の支払方法） 

第５０条 料金後納とする郵便物（以下「後納郵便物」といいます。）の料金及び特殊取扱の料金（以

下「後納料金」といいます。）は、当社の指示に従い、当社の指定する預金口座への振込の方法に

より支払っていただきます。ただし、内容証明料は、郵便物差出しの際郵便切手で支払い、又は郵

便切手による支払に代えて郵便料金計器による印影を表示した証紙を提出していただきます。 

２ （略） 

 （事業所に設置する料金計器による料金計器別納） 

第５９条 料金計器を設置する事業所に差し出す郵便物（当社が別に定める郵便物を除きます。）は、

第５４条（料金計器別納）の規定によるほか、次項に定めるところにより、料金計器別納とするこ

とができます。 

２ 前項の規定による計器別納郵便物は、料金額（規定の料金額に不足するものについては、不足料

金を含みます。）に相当する現金等と引換えに交付する料金計器による印影を表示した証紙を、当

社が別に定めるところにより、郵便物にはり付けて、その証紙に表された日に差し出していただき

ます。 

３ 前項の規定により差し出された計器別納郵便物には、はり付けられた郵便切手を消印する場合を

除き、通信日付印を押印しません。 

 （事業所に設置する郵便料金証紙自動発行機による料金計器別納） 

第５９条の２ 郵便料金証紙自動発行機を設置する事業所に差し出す郵便物は、第５４条（料金計器

別納）の規定によるほか、次項に定めるところにより、料金計器別納とすることができます。 

２ 前項の規定による計器別納郵便物は、料金額（規定の料金額に不足するものについては、不足料

金を含みます。）に相当する現金と引換えに交付する郵便料金証紙自動発行機による印影を表示し

た証紙を、当社が別に定めるところにより、郵便物にはり付けるほか、郵便料金証紙自動発行機を

設置した事業所の指示するところにより、その証紙に表された期限日までに差し出していただきま

す。 

３ 前項の規定により差し出された計器別納郵便物には、はり付けられた郵便切手を消印する場合を

除き、通信日付印を押印しません。 

 （事業所に設置する料金計器の証紙による料金支払） 

第６０条 当社が別に定める料金又は手数料を支払う場合において、それを支払うべき事業所が、料

金計器を設置する事業所であるときは、郵便切手又は現金等による支払に代えて第５９条（事業所

に設置する料金計器による料金計器別納）第２項に規定する証紙をその証紙に表された日に提出す

ることができます。 

 （特定記録郵便の取扱い） 

第１３４条 （略） 

２ 特定記録郵便とする郵便物（以下「特定記録郵便物」といいます。）を引き受けたときは、事業

所において、差出人に郵便物の受領証を交付します。 

６



３ （略） 

 （特定記録郵便物の差出方法） 

第１３５条 特定記録郵便物は、事業所において交付する用紙に差出人の氏名その他事業所の指示す

る事項を記載して差し出していただきます。ただし、その事業所が必要がないと認めた場合は、こ

の限りでありません。 

２ 前項の用紙は、特定記録郵便物を差し出そうとする事業所（当社が別に定める事業所に限りま

す。）の承認を受けて当社以外の者が作成することができます。 

３ （略） 

 （特定記録郵便物の差出方法） 

第１３５条 特定記録郵便物は、事業所において交付する用紙に差出人の氏名その他事業所の指示す

る事項を記載して差し出していただきます。ただし、その事業所が必要がないと認めた場合は、こ

の限りでありません。 

２ 前項の用紙は、特定記録郵便物を差し出そうとする事業所（当社が別に定める事業所に限りま

す。）の承認を受けて当社以外の者が作成することができます。 

３ 特定記録郵便物は、前２項の規定にかかわらず、郵便料金証紙自動発行機を設置した事業所の指

示するところにより、その郵便料金証紙自動発行機を使用して差し出すことができます。この場合

において、その事業所は、前条（特定記録郵便の取扱い）第２項の規定にかかわらず、特定記録郵

便物を受け付けたときは、差出人に郵便物の受領証を交付します。ただし、その受領証は、差出人

がその事業所の指示するところに反したときは、その効力を失います。 

附 則（※※※※年※※月※※日 2026-日※※※第※※※※号） 

この改正規定は、２０２６年１１月２日から実施します。 

７
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第１ 内国郵便約款の認可について 

 

１ 郵便約款 

  日本郵便株式会社（以下「会社」という。）は、郵便法（昭和２

２年法律第１６５号。以下「法」という。）第６８条第１項に基づ

き、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定める軽微

な事項を除く。）について郵便約款を定めなければならない。 
 

※ 約款とは、大量の契約を画一的･定型的に締結し、処理することを目的

として企業があらかじめ定めておく契約条項のことをいう。 

 

２ 総務大臣の認可 

  会社は、法第６８条第１項に基づき、郵便約款を変更しようとす

るときは、総務大臣の認可を受けなければならない。 
    

  ※ 書類の様式等利用者の権利及び義務に重要な関係を有しない郵便の役

務に関する提供条件や期間を限定して試験的に提供する郵便の役務に関

する提供条件といった軽微な事項については、法第６８条第１項及び郵

便法施行規則（平成１５年総務省令第５号）第２９条に基づき、認可を要

さない。 

 

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

情報通信行政・郵政行政審議会に諮問することとされている。 

 

 
 

 

 

 

会社から認可申請書提出(Ｒ８.９.４) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(Ｒ８.９.１４) 

総務大臣認可 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 

サービス開始(Ｒ８.１１.２予定) 
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第２ 会社からの申請内容 

 

１ 変更内容 

以下のとおり、内国郵便約款の変更認可を申請するものである。 

① 現在、郵便料金証紙自動発行機（以下、「セルフレジ」という。）

で発行した証紙は、「その証紙に表された日に差し出していただ

きます」とされており、特定の日（証紙が発行された日）に使

用されることが前提とされている。他方、利用者の利便性向上

や窓口職員の業務負荷軽減の観点から、切手購入のニーズをセ

ルフレジで充足する必要が高まってきており、本改正により、

セルフレジで発行された証紙を一定期限までの利用を可能にす

ることとしたい。 

② あわせて、セルフレジにおける特定記録郵便物の取扱いについ

て、差出人がその事業所の指示するところに反したとき（例：

当該郵便物が差し出されなかったとき）は、特定記録郵便物と

しての効力を失う旨を規定することとしたい。 

 

■内国郵便約款新旧対照表 

                   ※下線部分は改正部分 

現    行 改    正 
 （後納料金の支払方法） 

第５０条 料金後納とする郵便物（以下「後

納郵便物」といいます。）の料金及び特殊

取扱の料金（以下「後納料金」といいま

す。）は、当社の指示に従い、当社の指定

する預金口座への振込の方法により支払

っていただきます。ただし、内容証明料

は、郵便物差出しの際郵便切手で支払い、

又は郵便切手による支払に代えて郵便料

金計器又は郵便料金証紙自動発行機によ

る印影を表示した証紙を提出していただ

きます。 

２ （略） 

 （後納料金の支払方法） 

第５０条 料金後納とする郵便物（以下「後

納郵便物」といいます。）の料金及び特殊

取扱の料金（以下「後納料金」といいま

す。）は、当社の指示に従い、当社の指定

する預金口座への振込の方法により支払

っていただきます。ただし、内容証明料

は、郵便物差出しの際郵便切手で支払い、

又は郵便切手による支払に代えて郵便料

金計器による印影を表示した証紙を提出

していただきます。 

 

２ （略） 

 （事業所に設置する料金計器による料金

計器別納） 

第５９条 料金計器又は郵便料金証紙自動

 （事業所に設置する料金計器による料金

計器別納） 

第５９条 料金計器を設置する事業所に差
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発行機を設置する事業所に差し出す郵便

物（当社が別に定める郵便物を除きま

す。）は、第５４条（料金計器別納）の規

定によるほか、次項に定めるところによ

り、料金計器別納とすることができます。 

２ 前項の規定による計器別納郵便物は、

料金額（規定の料金額に不足するものに

ついては、不足料金を含みます。）に相当

する現金等と引換えに交付する料金計器

又は郵便料金証紙自動発行機による印影

を表示した証紙を、当社が別に定めると

ころにより、郵便物にはり付けて、その証

紙に表された日に差し出していただきま

す。 

３ 前項の規定により差し出された計器別

納郵便物には、通信日付印を押

印しません。 

 

し出す郵便物（当社が別に定める郵便物

を除きます。）は、第５４条（料金計器別

納）の規定によるほか、次項に定めるとこ

ろにより、料金計器別納とすることがで

きます。 

２ 前項の規定による計器別納郵便物は、

料金額（規定の料金額に不足するものに

ついては、不足料金を含みます。）に相当

する現金等と引換えに交付する料金計器

による印影を表示した証紙を、当社が別

に定めるところにより、郵便物にはり付

けて、その証紙に表された日に差し出し

ていただきます。 

３ 前項の規定により差し出された計器別

納郵便物には、はり付けられた郵便切手

を消印する場合を除き、通信日付印を押

印しません。 

 

 （事業所に設置する郵便料金証紙自動発

行機による料金計器別納） 

第５９条の２ 郵便料金証紙自動発行機を

設置する事業所に差し出す郵便物は、第

５４条（料金計器別納）の規定によるほ

か、次項に定めるところにより、料金計器

別納とすることができます。 

２ 前項の規定による計器別納郵便物は、

料金額（規定の料金額に不足するものに

ついては、不足料金を含みます。）に相当

する現金と引換えに交付する郵便料金証

紙自動発行機による印影を表示した証紙

を、当社が別に定めるところにより、郵便

物にはり付けるほか、郵便料金証紙自動

発行機を設置した事業所の指示するとこ

ろにより、その証紙に表された期限日ま

でに差し出していただきます。 

３ 前項の規定により差し出された計器別
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納郵便物には、はり付けられた郵便切手

を消印する場合を除き、通信日付印を押

印しません。 

 

 （事業所に設置する料金計器の証紙によ

る料金支払） 

第６０条 当社が別に定める料金又は手数

料を支払う場合において、それを支払う

べき事業所が、料金計器又は郵便料金証

紙自動発行機を設置する事業所であると

きは、郵便切手又は現金等による支払に

代えて前条（事業所に設置する料金計器

による料金計器別納）第２項に規定する

証紙をその証紙に表された日に提出する

ことができます。 

（事業所に設置する料金計器の証紙によ

る料金支払） 

第６０条 当社が別に定める料金又は手数

料を支払う場合において、それを支払う

べき事業所が、料金計器を設置する事業

所であるときは、郵便切手又は現金等に

よる支払に代えて第５９条（事業所に設

置する料金計器による料金計器別納）第

２項に規定する証紙をその証紙に表され

た日に提出することができます。 

 

 （特定記録郵便の取扱い） 

第１３４条 （略） 

２ 特定記録郵便とする郵便物（以下「特定

記録郵便物」といいます。）を引き受けた

ときは、事業所において、差出人に郵便物

の受領証を交付します。 

３ （略） 

 （特定記録郵便の取扱い） 

第１３４条 （略） 

２ 特定記録郵便とする郵便物（以下「特定

記録郵便物」といいます。）を引き受けた

ときは、事業所において、差出人に郵便物

の受領証を交付します。 

３ （略） 

 （特定記録郵便物の差出方法） 

第１３５条 特定記録郵便物は、事業所に

おいて交付する用紙に差出人の氏名その

他事業所の指示する事項を記載して差し

出していただきます。ただし、その事業所

が必要がないと認めた場合は、この限り

でありません。 

２ 前項の用紙は、特定記録郵便物を差し

出そうとする事業所（当社が別に定める

事業所に限ります。）の承認を受けて当社

以外の者が作成することができます。 

 

（特定記録郵便物の差出方法） 

第１３５条 特定記録郵便物は、事業所に

おいて交付する用紙に差出人の氏名その

他事業所の指示する事項を記載して差し

出していただきます。ただし、その事業所

が必要がないと認めた場合は、この限り

でありません。 

２ 前項の用紙は、特定記録郵便物を差し

出そうとする事業所（当社が別に定める

事業所に限ります。）の承認を受けて当社

以外の者が作成することができます。 

３ 特定記録郵便物は、前２項の規定にか

かわらず、郵便料金証紙自動発行機を設

置した事業所の指示するところにより、
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その郵便料金証紙自動発行機を使用して

差し出すことができます。この場合にお

いて、その事業所は、前条（特定記録郵便

の取扱い）第２項の規定にかかわらず、特

定記録郵便物を受け付けたときは、差出

人に郵便物の受領証を交付します。ただ

し、その受領証は、差出人がその事業所の

指示するところに反したときは、その効

力を失います。 

 附 則（※※※※年※※月※※日 

2026-日※※※第※※※※号）  

この改正規定は、２０２６年１１月２日

から実施します。 

 

２ 変更を必要とする理由 

利用者の利便性の向上及び業務の負荷軽減を図るため。 

 

３ 実施予定期日 

令和８年１１月２日 

 

４ 補足 

（１①関係） 

現在、セルフレジを用いて第一種郵便物（定型・定形外）や国際書

状郵便の引受け等が可能になっている。 

セルフレジでの引受けに際しては、証紙の発行もあわせて実施し

ているが、使用期限は販売日当日限りとなっている。他方、利用者か

らは、証紙を切手のように一定期間利用できるようにしたいとする

ニーズ（例：発行された証紙を家に持ち帰り、手元の郵便物に貼って

翌日に差し出すなど）が示されている。また、切手販売は窓口の取扱

件数の約２割を占めており、これをセルフレジに誘導することによ

り、窓口の業務負担の軽減を期待できる。 

このため、特定の期限日（＝現時点では発行日の翌日を想定）まで

利用可能な証紙をセルフレジから発行できるようにする。 
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（１②関係） 

現在、セルフレジにおいては特定記録郵便物の取扱いを行ってい

る。このサービス運用は、引受けの証拠となる受領証の交付をセルフ

レジで受けた後、直ちにセルフレジが設置されている局内のポスト

に差し出されることを想定しているため、当該特定記録郵便物が、差

し出されなかった場合、実際には引受けがなされていないにもかか

わらず、会社が責任を負うリスクが生じることとなる。 

このため、今後のセルフレジの本格的な普及を見据え、差出人がそ

の事業所の指示するところに反したとき（例：当該郵便物が差し出さ

れなかったとき）は、特定記録郵便物としての効力を失う旨を規定す

ることとしたい。 
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（参照条文） 
 

○郵便法（昭和２２年法律第１６５号）（抄） 

 

（料金支払いの方法及び時期） 

第二十八条 郵便に関する料金は、この法律若しくはこの法律に基づく総務省

令又は郵便約款に別段の定めのある場合を除いて、郵便切手で前払をしな

ければならない。 

２ 料額印面の付いた郵便葉書及び郵便書簡については、これを郵便物として

差し出したときに、料額印面に表された金額の限度において料金の支払が

あつたものとする。 

 

（料金支払いの方法及び時期） 

第二十九条 郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票は、会社がこれを発

行し、及び販売する。 

 

 （郵便約款） 

第六十八条 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定める

軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣の認可

を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。 

 一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。 

  イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定め

ることとされている事項 

  ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項 

  ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項 

  ニ その他会社の責任に関する事項 

 二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

  

 （審議会等への諮問）  

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法（昭

和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で政令で定め

るものに諮問しなければならない。 

 一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による

認可をしようとするとき。 

 二・三 （略） 

 

 

○郵便法第七十三条の審議会等を定める政令（平成１５年政令第８３号）（抄） 

  

郵便法第七十三条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行政

審議会とする。 
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○郵便法施行規則（平成１５年総務省令第５号）（抄） 

 

（郵便約款の認可申請） 

第二十八条 会社は、法第六十八条第一項の規定により郵便約款の認可を受け

ようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければな

らない。 

一 郵便約款（変更の認可の申請の場合は、新旧の対照を明示すること。） 

二 実施予定期日 

三 変更の認可の申請の場合は、変更を必要とする理由 

 

（郵便約款の認可を要しない軽微な提供条件） 

第二十九条 法第六十八条第一項の総務省令で定める軽微な事項は、次のとお

りとする。 

一 郵便の役務の利用に際して利用者が記載する事項に関する書類の様式その

他の利用者の権利及び義務に重要な関係を有しない郵便の役務に関する提

供条件 

二 期間を限定して試験的に提供する郵便の役務に関する提供条件 

 




